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1.	 オープンデータの経済効果

　行政機関が収集・保有してきた各種公共データを二次利用しやすい形で
民間に公開することを意味するオープンデータは，2013年に「G8オープン
データ憲章」として具現化されるなど，近年，国際的な注目が集まってい
る．一方，WWW財団（World Wide Web Foundation）とオープンデータ研究所
（Open Data Institute）の共同プロジェクトとして2013年3月にまとめられた報
告書（Davis［2013］）では，わが国のオープンデータ化は調査対象77カ国中14
位であり，地理情報，土地活用情報，企業情報，交通情報，犯罪情報などの
オープンデータ化が遅れ，経済や政治プロセスに対する貢献が乏しいと指摘
されている（図1）．政府は「電子行政オープンデータ戦略」★1や「世界最先端
IT国家創造宣言」★2においてオープンデータをわが国の基本的な情報化戦略
として位置づけ，2015年度末の段階で他の先進国と同水準の公開と利用を
実現すべく，「電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ」★3に沿っ
た政策を展開中である．
　「G8オープンデータ憲章」は，オープンデータの意義を，政府活動，企
業行動，天然資源や土地活用に関する情報を明らかにすることで，民間セク
ターにおけるイノベーションを促進し，新規市場や新ビジネス，雇用を創出
する点に求めている．なお，わが国では，それに加え，官民協働の推進など
を通じた行政効率化が第二の目的として認識されている．さらに，オープン
データの嚆矢ともなった米国のオープンガバメント政策では，税金の使途を
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はじめ，政府活動の透明性改善も目的として掲げられていた．
　高木［2012］は，経済効果の源泉を，オープンデータを利用した民間に
よるアプリケーション構築や新サービスの提供，および，それらを利用し
た業務効率化を通じた産業競争力向上にあると整理したうえで，MEPSIR
［2006］とVickery［2011］をもとに，わが国での市場規模を約1～1.2兆円，
経済波及効果を含めると1.6～5.5兆円と試算する．ACIL Tasman［2008］
がオーストラリアを対象に行った試算を参考にした実積ほか［2013］で
は，公共データの利用が，直接・間接の受益者を含む日本の経済全体へ与
える波及効果は2012年度換算で2.4～4.7兆円程度と予想している．一方，
McKinsey Global Institute［2013］では，全世界で3.2～5.4兆ドルの経済効
果を見込むが，これはGDP比で日本に適用した場合，20～30兆円に相当

わが国のオープンデータの状況図1

実積寿也 ▼ 九州大学大学院経済学研究院教授．東京大学法学部，
ニューヨーク大学経営大学院（MBA），早稲田大学大学院国際情報通
信研究科（博士）．専門は通信政策および通信経済学．総務省情報通
信政策研究所特別上級研究員などを兼任．2006年度安倍フェロー．
著書に『通信産業の経済学 2.0』（九州大学出版会，2013年），『ネット
ワーク中立性の経済学：通信品質をめぐる分析』（勁草書房，2013年）
など．

出所：<http://theodi.github.io/open-data-barometer-viz>
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し，高木らの推計水準をはるかに上回る．
　期待される経済効果の規模はオープンデータ政策への社会の期待を支え，
政策資源や民間資金の投入を正当化するという意味で，政策ドライバーとし
て非常に大きな意味を持つ．本稿では，この経済効果について考察する．

2.	 オープンデータの純効果

　生産主体にとって，これまでにない新しい情報が利用できるようになれ
ば，意思決定の改善を通じ，アウトプットの量的拡大や質的改善が可能にな
る．消費者の場合は，新しい情報により，生産資源の効率的な利用が可能に
なる．しかしながら，新情報を活用していくためには，当該情報そのものを
準備したり，あるいはそれを適切に解釈したりするためのコストが必要であ
る．すでに政府が保有しているデータを実質的に無償で公開するものとして
捉えられているオープンデータの場合も，関連アプリ開発やノウハウ獲得の
ために一定のコストが利用者の側に発生することは避けられない．データを
収集し，公開可能な状態へと整備する政府側にも一定のコストが発生する．
各主体は，当該情報の利用によって実現される追加的アウトプット（限界便
益）と，そのために必要な追加的コスト（限界費用）を比較し，通常想定される
状況下では，前者が後者と同水準になるまで情報の利用を行うことで利潤最
大化を達成する．同じ目的を達成するためであれば，より限界費用の低い情
報源が利用される．たとえば，行政機関が保有する地理・気象データが容
易に利用可能となる以前は，民間企業が自ら地図データを生成したうえで，
カーナビや天気予報などの各種サービスを提供していた．その観点からすれ
ば，オープンデータ化とは，有用な情報を入手するためのより安価な情報源
の開放を意味し，新たな情報環境に応じた生産プロセスの最適化を通じ，経
済全体としてより大きなアウトプットの生産を実現する．
　オープンデータが新たなアプリやサービスの市場を創出すれば，それらに
直接関連する労働者や投資家，さらには当該セクターに生産要素を提供する
主体には大きなメリットが生まれる．しかしながら，マクロ的な視点から
は，オープンデータで代替された結果，競争力を喪失し，市場から退出する
産業セクターへの影響も考慮しなくてはならない．すなわち，オープンデー
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タ化による経済効果の一部は，これまでの生産の代替であるため，推計され
た市場規模がそのままダイレクトに一国の経済規模の増大や失業率低下につ
ながるものではない．結果として，オープンデータの実現によってマクロ経
済全体として享受できる「純効果」は，前節の数値よりもかなり小さくなる．
たとえば，ACIL Tasman［2008］ではオープンデータが実現していれば現代
的な空間情報技術（modern spatial information technology）がもたらす経済効果が5
～15%大きかったという調査結果に基づき，オープンデータ化が不十分で
あることによる経済損失を全体の7.5%程度と推計している．先の実積ほか
［2013］の推計に当てはめると，年1,800～3,500億円となり，これがわが国
での「オープンデータ（政策）の純効果」に該当する（図2）．
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最適な情報利用量の決定とオープンデータの純効果図2

出所：筆者作成
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3.	 経済効果実現の条件

　オープンデータによって期待される純効果を享受するためには，効果発現
が生産代替を前提とするものである以上，産業構造の転換を円滑に進める必
要がある．具体的には，従来から利用してきた情報源やそのために投じてき
た物的・人的資源の転換を進めていくこと，すなわち，労働者に対する再教
育や設備更新に対する財政支援などが要請される．オープンデータという新
しい生産要素を利用するための技術開発や労働力育成も求められる．オープ
ンデータの潜在力発揮という観点からは，データ自体の品質確保や利用難易
度の改善といった観点が欠かせない．他方で，利用に伴うリスクに対処する
ため，プライバシー面の配慮やセキュリティ問題などへの法的・社会的な条
件整備も必要である．それに加えて，当該データを利用する企業自身の運営
をめぐる条件整備も求められる．Hammer［1990］は，「IT生産性パラドク
ス」★4をめぐる一連の議論のなかで，IT投資を十分に活用するためにはビジ
ネスモデル自体の大胆な変革が必要なことを主張したが，オープンデータで
も同様の議論が成立する．各種条件整備はコストを伴い，その完遂までには
一定の時間が必要であるため，予測される経済効果の発現はオープンデータ
提供開始時点から一定のタイムラグを経た後となる．つまり，2015年度末
がオープンデータ整備の目標時点とされているわが国の場合，期待される経
済効果が発揮されるのは2016年をスタートとして一定のタイムラグ期間が
経過して以降であり，それまでは政策資源の投入に見合うだけの経済効果を
期待することは難しい．
　どの程度のタイムラグを覚悟する必要があるかについては過去の歴史か
らヒントが得られるかもしれない．たとえば，前世代のGeneral Purpose 
Technology（GPT）である電力の場合，技術確立から経済効果発現まで40年
程度を要したと分析されており（David［1990］），現代のGPTであるインター
ネットの場合，ティム・バーナーズ=リー（Tim Berners-Lee）によるWorld 
Wide Webの開発からネットビジネスの花開く今日までは25年が経過して
いる．効果発現までのタイムラグの縮小が同様のペースで続くとすれば，次
世代のGPTとなりうるビッグデータ利用技術を基盤とするオープンデータ
の効果発現には，10年程度のタイムラグが要請される．つまり，わが国に
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おいて先に推計した純効果を享受できるのは2026年以降となる．
　また，公的データはそれらを単独で利用するよりも，他の公的データやす
でに民間で整備されてきたデータと組み合わせて使うほうがより大きい経済
効果が期待できる可能性がある．米国The Climate Corporationのケースで
は，米国立気象局（National Weather Service）が提供する気象データに米農務省
の収量データなどを組み合わせて顧客ごとにカスタマイズした保険商品を提
供している．データの組み合わせが新しい価値の源となる場合，公開データ
の種類が増えるにつれて，利用の限界便益は加速度的に増大する．このこと
は，同時に，普及の初期時点では需要が弱く，市場の立ち上がりに時間がか
かる可能性を示す．需要が弱ければ，オープンデータ化そのもののインセン
ティブが削がれかねない．また，データの追加的供給が外部経済性を有する
ため，データ供給側のインセンティブが過少となり，社会的に望ましいだけ
のオープンデータが揃わないことも予想される．これに対しては，初期段階
における周知啓発活動や，公的主体の側への継続的な意識付けなどが必要と
なる．オープンデータ先進地域である欧州では，年間1,400億ユーロにも達
することが期待された経済波及効果の実現が遅れているという問題がすで
に認識されており，その対策として，英国ではオープンデータ研究所（Open 

Data Institute）が2012年秋に設立され，ビジネス化に向けた各種支援措置が展
開されている．

4.	経済効果予測の正しい利用方法

　オープンデータの潜在力を発揮させるために様々な条件整備が必要であ
り，かつ一定のタイムラグを覚悟しなければならないことを前節で指摘した
が，他方，推定された経済効果を確定的な目標値として捉えること自体にも
問題がある．
　オープンデータによる経済効果の算出には，通常，図3のような三つのプ
ロセスが必要であり，分析者は過去のデータや，自身が適切だと信じるパラ
メーターを設定したうえで推定を行う．
　問題は，神ならぬ身にとって，パラメーターの水準が正確に確定できない
点にある．畢竟，経済効果として推定された各数値は，「分析者が想定して
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いる将来シナリオが実現するという前提の下で想定された将来像」であり，
「オープンデータの普及によって必ずもたらされる将来像」とは異なる可能
性がある．そもそも，オープンデータ化の範囲や，プライバシー問題に対処
する法的枠組みの強弱等によって，最終的な経済効果の水準には大きな差が
発生する．オープンデータによって可能となる効率化の規模にしてもモデル
等による「客観的」予測は困難である．この点に関し，先行研究で実際に採
用されているアプローチの多くはヒアリング調査をベースとした「主観的」
推計であり，その事後的な正確さは保証できない．経済波及効果を計算する
場合には，将来時点での産業構造を確定的にイメージする必要があるが，イ
ンターネット関連技術の急速な発展の下，数年後どういった産業セクターが
生まれ，あるいは衰退していくのかという予測はさらに困難を極める．推計
アプローチの選択の影響も無視できない．Gruen et al.［2014］は，マクロレ
ベル推計ではオープンデータ以外のデータとの代替効果が無視されるために
過大推計の傾向があり，個別事象の積み上げで行うミクロレベル推計では事
象の網羅ができないために過少推計に陥りやすいことを指摘する．
　こういった点を考慮すると，経済効果予測の絶対的な水準をめぐって議論

生産要素としての
データの定義

 ● 範囲の確定
 ● 量の定義

 ● 推計対象となるデータを明
確に定義しなければ，その
利用を可能にするための必
要資源の量の確定もままな
らない

 ● 推計期間において利用され
るデータの種類とその活用
方法を事前に予見する必要
がある

 ● 生産関数の推計や成長会
計による推計は経済理論と
整合的な結果をもたらすが，
推計を支えるだけのデータ
を得ることが困難

 ● 与件の変化をどの程度読み
込むかによって推計値は異
なる

 ● 生産効率上昇を生産拡大と
同視するケースが通常

 ● 伝統的な産業連関分析で
は産業構造の変化を見込ま
ないのでオープンデータに
よる新産業創造などは考慮
できない

 ● 応用一般均衡分析は産業
構造変化を考慮できるもの
の，数多くの仮定に依存
 ● 産業統計で把握されない効
果は推定できない

データ活用による
直接効果の推定

 ● 生産関数の推計
 ● 成長会計の利用
 ● 積上げ計算

 ● 産業連関分析
 ● 応用一般均衡分析

データ活用による
間接効果推定

経済効果の推計方法と各プロセスの問題点図3

出所：筆者作成
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することはあまり有意義ではない．そうではなく，一定の将来シナリオの下
で，複数の政策オプションのうちから最大の経済効果を生むものを選択す
るといった相対比較がより望ましい利用スタイルである．たとえば，ACIL 
Tasman［2008］による推計で最も重要な数値は，オープンデータ化を十分
に推し進める場合とそうでない場合との間で7.5%に相当する経済効果の差
が生じるという「オープンデータの純効果」の部分であり，この数値こそが
オープンデータに費やすべき政策資源の適正量を見積もるための基礎的な
データとしての価値を持つ．
　他方，複数の推計手法や多様な将来シナリオによって算出された推計値が
いずれも同一のレンジに収束するとすれば，その経済効果の実現可能性が高
いことは主張できるかもしれない★5．経済効果の絶対水準は影響をうける産
業の規模や雇用者数を反映するため，問題となっている施策の社会的重要性
を判断する材料として利用できる．さて，2011年度延長産業連関表による
と日本の全産業の国内生産額は約900兆円であり，0.2～3％程度のシェア
しかないオープンデータは「国家的重大関心」とみなすことは現段階では
難しい．ただし，前節で指摘したとおり，次世代のGPTになりうるビッグ
データ利用技術の潜在力発揮に10年の時間が必要であるとすれば，そのイ
ンプットであるオープンデータの価値も今後大幅に上方修正される余地があ
る．その意味からも，絶対水準の解釈に際してはくれぐれも慎重なアプロー
チが求められる．

5.	 正しく解釈するために

　何か新しい技術やアイデアが利用可能になったり，あるいは，これまでに
ない政策アイデアが議論されるようになったりすると，シンクタンクや政府
機関がこぞって市場規模や経済波及効果の予測値を提供する．それに対し，
我々は往々にして，予測値が大きければ大きいほど素晴らしい技術・アイデ
アだと結論づけてしまう．しかしながら，まずは，経済予測を利用する目的
を確認し，それに応じた推計方法が選択されているか否かを吟味することが
重要である．
　オープンデータの経済効果を必要とする理由は「オープンデータが社会に



A：13Q →12.5H ↓21.75H 34W×32L／1088W
註合番7Q  註：10.5Q　→10.4H  ↓15H 

04 8 智場 #1 19特集号 オープンデータ

 註

★1 ── 2012年7月4日，高度情報通信ネットワーク社会推進本部決定
★2 ── 2013年6月14日，閣議決定
★3 ── 2013年6月14日，高度情報通信ネットワーク社会推進本部決定
★4 ── 米国において1970年代以降，増加が著しいIT資本の経済成長への貢献が有意に計測
できなかったという事象に対して与えられた名称で，R. ソロー（Robert Solow）をはじめと
する数多くの経済学者がその原因をめぐる論争に参加した．詳細については実積［2005］を
参照されたい．
★5 ── ただし，オープンデータをめぐる経済予測に関してこの前提条件が満たされていると
は言いがたい．

与えるインパクトの大小を知ること」および「オープンデータのために要請
される政策介入の経済合理性を判定すること」に大別できる．前者について
は，問題となるオープンデータの定義を明確にしたうえで複数の将来シナリ
オを検討し，それらから導き出される経済波及効果の絶対水準の情報が必要
である．一方，後者に関しては，（政策介入そのものに必要なコストの情報に加え）政
策オプションごとの経済波及効果の相対比較が求められる．
　しかしながら，現在までに得られている各種推計値は上記の要求を満たす
ものとは言えず，その意味で，「オープンデータの経済効果をどう解釈する
か」という問いについては「今のところ確定的な結論を出すのは時期尚早」
と答えざるを得ない．現時点で分析者が行うべきは，いたずらに結論を求め
ることではなく，予測精度を向上するために，オープンデータ利用の事例研
究を積み重ね，計量モデル自体のパラメーターの改善を図る一方で，採用す
べき将来シナリオや産業構造の予測について議論を重ねることであろう．
　ただし，政府が採用する将来予測については，単なる客観的推計ではな
く，政策目標としての意味を求めることもできる．その場合，示されている
経済効果の大小は政策の本気度を示す指標となる．オープンデータの利用が
マーシャル（Alfred Marshall）流の外部効果を生み出すのであれば，より大きな
経済効果の数値を打ち出して政策への信頼を獲得し，民間の投資を呼び込ん
で最終的な成果につなげていくというシナリオは十分に成立する．この場
合，経済効果の正確性は残念ながら二の次となる．推計値の利用者には，そ
れを発表している政府機関の意図を正確に読み解く努力が要請される．
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